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津波数値解析技術の高度化およびリモートセンシング技術・地理情報システム (GIS)の普及を背景に, 新しい
津波被害想定指標としての津波被害関数の概念とその構築手法を提案した．津波被害関数とは, 津波による家屋
被害や人的被害の程度を被害率 (または死亡率)として確率的に表現し, 津波浸水深, 流速, 波力といった津波の
流体力学的な諸量の関数として記述するものである．本稿では, 被災地の衛星画像, 数値解析, 現地調査結果お
よび歴史資料の分析を通じて被害関数を構築し, 津波外力と被害程度の関係についての考察を行うとともに, 被
害関数の適用性や工学的利用にあたっての留意点について論じた．
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1. 序論

津波による被害の量的な推計には, 対象とする地域の
津波浸水深 (地表面から測定した津波高さ)や流速等の
外力を数値解析により推定し, それら外力との関連で建
物被害棟数や人的被害数を求めるのが一般的である．た
とえば首藤 (1992)は, 我が国の津波被害実績から浸水
深と家屋被害程度の関係を丹念に調べ, 津波外力と被害
の関係を津波強度指標を用いて表現した1)．内閣府中央
防災会議の専門調査会は首藤の津波強度指標を採用し,
数値解析により得られた浸水深分布に応じて建物被害
棟数を推計しているが1, 浸水深 2m以上で全壊, 1m以
上 2m未満で半壊と一律に評価しているのが現状であ
る．しかし津波氾濫の流況は本来きわめて局所的であ
り, 被害の発生過程も不確実な現象である．従来の被害
推定手法では, 津波のもつ局所性と被害発生過程の不確
実性を十分に考慮しているとはいい難い．
近年の数値解析技術はその空間的・時間的分解能が飛

躍的に向上し, 場合によっては数 mの空間分解能で浸
水計算を実施することが可能になった．数値計算による
津波氾濫流の外力推定精度の向上と被害発生の不確実
性に対応して, 被害評価指標を高度化する必要がある．
一方, 津波被災地における詳細な被害調査を通じても

津波被害発生メカニズムに関する知見は蓄積されてき
た．たとえば松冨らの一連の研究2),3),4),5),6),7),8)は国内
外の津波被害調査の蓄積であり, 津波氾濫流の流況に関
連して家屋被害を議論する際に貴重な資料となる．し

1 たとえば www.bousai.go.jp/jishin/nihonkaikou/17/

かしながら, 現地調査から得られる津波被害の情報は,
調査期間や調査体制の制約により, 局所的な津波被害の
側面を断片的にとらえたものにならざるを得ない．津
波被害想定の高度化に必要なものは, 対象領域の建物群
に対する被害程度を確率的にとらえた指標であり, 津波
外力に対する家屋群の破壊率としての統計的な関係を
得るためには更なる調査の蓄積を待たねばならないと
いう問題がある．
近年, 高分解能衛星画像を利用したリモートセンシン
グ技術の飛躍的発展や地理情報システム (GIS)の普及
を背景として, 津波被災地の面的な情報の把握手法が多
様化しつつある．2004年スマトラ島沖地震津波災害直
後には, QuickBird(米DigitalGlobe社)や IKONOS(米
Space Imaging社)に代表される高分解能衛星画像が津
波被災地の状況を詳細にとらえたのは記憶に新しい2．
これらの衛星画像を利用すれば被災地の家屋一棟毎の
被害判読が可能であり, 衛星画像による被害判読作業を
現地調査に代用し, 現地調査とは異なる質と量の被害情
報を被災地に入らずとも取得できるという利点もある．
本研究は, リモートセンシングや現地調査, 数値解析
等から得られる津波被害・外力の情報を地理情報システ
ム (GIS)に統合し, 新しい津波被害想定指標である「津
波被害関数 (Tsunami Fragility)」を構築することを目
的とする．ここでいう津波被害関数とは, 対象地域にあ
る建物群や集落の家屋被害や人的被害の程度を被害率
(または死亡率)として確率的に表現し, 津波浸水深, 流
速, 波力等の流体力学的な諸量の関数として記述するも

2 たとえば国際災害チャータ, www.disasterscharter.org
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のである．元来被害関数は地震動の外力 (最大加速度,
最大速度)に対する建物群の被害程度 (被害率)を記述
する指標として, 特に 1995年阪神・淡路大震災以降, 地
震工学の研究者により整備されてきた．本研究は地震
工学分野における被害関数構築の概念を津波工学に拡
張する立場をとる．
本稿では, まず津波被害想定指標 (津波外力と被害程

度の関係)に関する既往研究をレビューし, 津波被害想
定指標構築の学術的背景と課題を論ずる．次に, 本研究
で提案する津波被害関数の構築手法について述べ, 津波
被害関数の活用やその適用限界について論ずる．なお,
本稿の第一義的な目的は津波被害関数の構築手法を系
統的にまとめることであり, 筆者らのこれまでの研究成
果9),10),11)や他の研究者がすでに公表してきたデータを
利用して展開する．各データの出典や諸元, データの詳
細については本文中に引用する原著論文や文献を参照
されたい．

2. 既往の津波被害想定指標

津波外力と被害の関係を求めた研究には大別して 3
つのアプローチがある．1つ目は既往の津波災害資料の
分析に基づく方法, 2つ目は津波被災地での現地調査に
よる方法, 3つ目は水理実験による方法である．ここで
はそれぞれのアプローチについてレビューする．

(1) 資料分析に基づく方法
津波の規模と家屋被害の関係について, 破壊率に着目

して定量的な調査を最初に行ったのはHatori (1964)お
よび羽鳥 (1984)である12),13)．特に羽鳥 (1984)は 1896
年明治三陸地震津波, 1933年昭和三陸地震津波, 1960
年チリ地震津波の 3事例についての資料の分析を通じ
て集落における津波高 (平均海面上の高さ)とそこでの
家屋破壊率についてまとめた．羽鳥 (1984)は, 家屋被
害率 PD を次式で定義している．

PD =
a + b/2
a + b + c

× 100(%) (1)

ここで aは流失・全壊家屋数, bは半壊家屋数, cは床
上・床下浸水家屋数である．羽鳥は, 三陸沿岸で津波高
が 3 m以下で家屋破壊率 10–20%, 4 mを超えると 50%
以上に達すると結論づけた．また, 津波の陸上氾濫流速
による家屋被害の程度についても, 歴史資料と当時の数
値実験に基づき検討を行った14),15),16),17)．津波による
家屋破壊の程度は氾濫流速にかなり依存し, 氾濫流の水
流圧力 (水深と流速の 2乗の積)が 5–9 m3/sec2に達す
ると家屋破壊率が 50%を超えると結論づけ, さらに家
屋破壊に伴う漂流物が被害拡大に寄与し得ることを指
摘している．
一方, 首藤 (1992)は, 羽鳥と同様に既往の津波事例

を調べ, 報告された津波高と数値計算結果から, 津波外
力と家屋被害程度の関係を求めた1)．また, 独自に提案
した津波強度式 i = log2 H(H は局所的な津波浸水深や
港湾内の津波高)との関連で構造別家屋被害, 漁船, 養
殖施設, 防潮林の被害程度を整理し, 津波被害想定指標
としてまとめた．首藤の津波強度と家屋被害の関係を
図–1に示す．たとえば, 浸水深が 2–4 mでは木造家屋
は全面破壊, 石造家屋は「持ちこたえる」と評価される．
首藤の指標は我が国の津波被害評価の基準として広く
利用されており, 対象とする地域の津波数値計算結果か
ら得られた浸水深に対して浸水域内家屋の被害数を推
計する手法がとられている．また, 津波氾濫に伴う漂流
物 (流木)の被害拡大要因についても, 松冨 (1990)に基
づき浸水深に約 1.6を乗ずることにより推計されてい
る18)．

(2) 現地調査に基づく方法
一般的に, 津波被災地における現地調査では, 建物壁
面や樹木に付着した津波氾濫流の痕跡の高さや浸水深,
陸上の遡上限界点での津波遡上高を測定し, 建物被害の
程度と関連づける．この手法を確立したのは松冨, 首藤
の一連の研究であろう．特に建物前面と背面の痕跡高
の差から氾濫流速を推定し建物被害程度と関連づける
ことにより, 家屋破壊条件に流体力学的な考察を導入す
ることが可能になった2),3),19)．彼らの成果はたとえば
表–1のようにまとめられている．また, 庄司ら (2007)
は津波被災地における被害家屋の構造部材の強度に着
目し, 家屋の損傷状態から津波波圧を逆推定する試みを
行っている20)．現地調査の最大の利点は, 家屋の破壊状
況の詳細な把握が可能なことであり, また現地での観察
に基づいた流体力学的な諸量の推定方法が確立されて
いることであろう．一方, 統計的な議論を行う場合のサ
ンプル数の限界がこの手法の欠点である．結果として,
少ないサンプル数に基づいた破壊条件は一元的な評価
にならざるを得ず, 家屋群の被害棟数を推計したり確率
論的な評価を行う場合には更なる調査の蓄積を待たね
ばならない．

(3) 水理実験に基づく方法
構造物に作用する津波波力についての流体力学的な
考察や構造物の耐津波性能の評価を目的として水理実
験が行われている．主として, 津波氾濫流先端部の衝撃
力に関する検討21),津波氾濫流先端部およびその後の準
定常的な特性を考慮した津波波力の検討22),23),24), 建物
群に作用する津波波力の検討25)などが挙げられる．こ
れらの研究は, 構造物に作用する津波波圧や波力の把握
を第一義の目的としており, 家屋被害程度との関連づけ
はなされていない．最近になって, 有川ら (2007, 2008)
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図–1 首藤 (1992)の津波強度指標1)(オリジナルの表から構造物被害・漁船被害の部分を抜粋)

表–1 飯塚・松冨 (2000)による家屋破壊基準19)

中破 大破
家屋の種類 浸水深 流速 抗力 浸水深 流速 抗力

(m) (m/s) (kN/m) (m) (m/s) (kN/m)

鉄筋コンクリート造 – – – 7.0 以上 9.1 以上 332–603 以上
コンクリート・ブロック造 3.0 6.0 60.7–111 7.0 9.1 332–603

木造 1.5 4.2 15.6–27.4 2.0 4.9 27.4–49.0

被害程度 柱は残存, 壁の一部が破壊 壁と柱のかなりの部分が破壊されるか流失

により津波力による構造物の大規模破壊実験が実施さ
れるようになったが26),27), 家屋全体および構造物の一
般化した破壊基準を策定するまでには, 部材単位の破壊
実験を構造物全体に拡張する必要があろう．

3. 津波被害関数の構築

(1) 被害関数とは

被害関数とは, 災害の外力と被害 (人的被害, 建物被
害)規模の関係式のことであり, フラジリティ関数また
はフラジリティカーブとも呼ばれる．地震動による家
屋被害の程度を数量的に表した被害関数は, 地盤の揺れ
の強さに対する建物群としての集団的耐震性能を記述
したり, ある地域内の建物群の被害程度の評価に用いら
れる28)．被害関数に関する研究は, 従来地震工学の分
野で研究が進められており, 物部 (1926)が家屋倒壊率
と震度との関係を定式化したのが始まりであると言わ
れている29),30)．特に建物被害の詳細な調査結果が得ら
れた 1995年阪神・淡路大震災を契機に, 構造別や建築
年代別に整備が進んだ31),32)．地震動による建物被害関
数は, 既往地震による被害情報 (家屋被害)と地震動の
強さの関連を回帰分析により求め, 対数正規分布, 正規
分布による式 (2), (3)で表されるのが一般的である．

PD(x) = Φ
[
lnx − λ

ξ

]
=

∫ x

−∞

1√
2πξt

exp

(
− (ln t − λ)2

2ξ2

)
dt (2)

PD(x) = Φ
[
x − µ

σ

]
=

∫ x

−∞

1√
2πσ

exp

(
− (t − µ)2

2σ2

)
dt (3)

ここで xは最大加速度, 最大速度, 震度等の地震動の外
力指標で, λ(または µ), ξ(または σ)は lnx(地震動指標
xの自然対数), または xの平均値と標準偏差である．
以下では, 地震工学研究のアプローチを基礎として,
様々な手法により得られる津波外力・被害情報を活用
した津波被害関数の構築手法について述べる．
津波被害関数の構築は, 以下の手順で行う．

1) 衛星画像の判読, 現地調査, 歴史資料等から被害情
報を取得し, 家屋一棟毎の被害程度や建物群の被害
率 PD を算定する．

2) 数値解析, 現地調査, 歴史資料から津波外力を推定
する．数値解析による場合には現地調査結果等と
の比較を通じてその再現精度を検証しておく．

3) 津波外力と家屋被害率 PD を関連づける．衛星画像
や現地調査により被害建物群の棟数を集計して被
害率を算定する場合には, 被害率算定の母集団に
対応した浸水深 (または流速, 波力)の範囲と代表
値を決定し, 被害率と外力とを関連づける．各種の
空間情報 (被害, 外力)の関連づけは必要に応じて
GISの空間分析機能を利用して行い, 最終的に津波
外力と家屋被害率の離散的な関係を得る．歴史資
料を用いる場合には集落毎または建物群毎に津波
高などの外力情報を整理しておく．

4) 上で得られた津波外力と被害率の関係から回帰式を
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図–2 (a)IKONOS画像を用いた Banda Acehの家屋被害判読結果．白矢印で示した□内が領域 (b)–(d)である．(b)津波発
生前の IKONOS画像 (2004年 6月 18日), (c)津波後の画像 (2004年 12月 29日), (d)津波前後の画像比較による家屋
被害判読例 (図 (a)矢印で示した地域), (e)津波数値解析による浸水深分布 (図中の実線は衛星画像と現地調査から得ら
れた津波浸水域)

求める．外力 xに対する家屋群の被害率 PD(x)は,
村尾・山崎 (2000)の方法31)に倣い, 標準正規分布
の累積確率分布関数を用いて, 正規分布または対数
正規分布で表せると仮定して回帰分析を行う．

以下では, 様々な被害情報・外力情報の質と量に応じ
た被害関数の構築手法について具体的に述べる．

(2) 衛星画像による被害判読結果と数値解析との統合
による家屋被害関数

ここでは建物被害情報の取得に衛星画像を利用し, 津
波外力情報の取得に数値解析を利用した場合の被害関
数構築手法を述べる．
近年に打ち上げられた人工衛星に搭載された光学セ

ンサは, 家屋一棟毎の判別や被害の判読が可能な分解能
を有している．その代表的なものが IKONOS(1999年
に米 Space Imaging社が打ち上げ)と QuickBird(2001
年に米 Digital Globe社が打ち上げ)であり, それぞれ
1 m, 60 cm という高い空間分解能をもつ．従来の光
学画像の空間分解能は高くとも数 mであり, 家屋一棟
毎の被害有無の判読は不可能であったが, IKONOSや
QuickBirdの画像を利用すれば津波被災地における家

屋被害等の詳細な判読を行うことができる．

図–2 に示すのは, 2004 年スマトラ島沖地震津波で
壊滅的な被害を受けたスマトラ島北部 Banda Acehの
IKONOS画像 (被災前と後のもの) とその被害判読結
果 (大破・流失と残存), およびBanda Acehの津波浸水
計算結果である9)．家屋被害情報の取得は, 幾何補正後
の衛星画像上に家屋一棟毎のポイントデータを作成し,
被災前後の画像を屋根の有無に着目して比較し, 目視に
より被害 (=大破・流失), 残存・無被害の属性をつけた
(図–2(a)–(d))．ただし, 衛星画像のみからでは, 家屋被
害が地震動によるものか津波によるものかを判別する
ことは難しい．ここでは, Banda Aceh市街地の家屋の
多くが地震動による倒壊を免れたという Saatcioglu et
al. (2006)の調査結果38)を参考にし, 家屋被害 (大破・
流失)は津波により発生したと仮定する．

一方, 津波外力情報の取得には数値解析を利用する．
Banda Aceh 市街地を対象とし, 非線形長波理論に基
づく Leap–frog差分法で実施した．詳細については筆
者らの既往研究9)を参照されたい．数値解析結果は,
Aida(1978)による幾何平均Kおよび幾何標準偏差 κ33)

に基づき, 現地調査結果等を用いて検証しておく必要
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がある．ここで示した Banda Aceh の津波浸水計算
は, Borrero (2005), Tsuji et al.(2006), Matsutomi et
al.(2006)の現地調査結果34),35),36)を利用して検証した．
結果として K = 1.01, κ = 1.40を得ており, 土木学会
が提案している痕跡高を用いた津波計算の妥当性の基
準37)(0.95 < K < 1.05, κ < 1.45)を満たしている．
次に, GIS上に幾何補正後の衛星画像と家屋のポイン

トデータ (被害・無被害の属性つき)および数値解析結果
を統合し, 浸水域内の家屋位置における被害有無の情報
と津波外力情報 (浸水深, 流速, 波力)を関連づけて被害
率を算定する．具体的には, (i) 津波外力情報, 被害有無
を関連づけたデータシートを作成して, (ii) 浸水深 (ま
たは流速, 波力)の昇り順にデータをソートし, (iii) 上
から一定のサンプル数 (家屋数)で被害率算定のグルー
プおよび母数を決定し, それに対応した津波外力およ
び被害家屋棟数のヒストグラムを作成する．このとき,
各外力に対応したグループのサンプル数 (家屋被害率算
定のための母数)ができるだけ同一になるように留意す
る．その結果が図–3である．ここでは, 各外力範囲 (図
では浸水深)における家屋棟数がおよそ 1,000棟になる
ように設定した．最後に各外力範囲毎にその中央値 (メ
ディアン値)を求めて代表値 xとし, 被害率 PD(x)を次
式で算出して津波外力と被害率との関連付けを行う．

PD =
ND

ND + NS
(4)

ここでNDは全壊・流失家屋棟数 (衛星画像で屋根なし
と判読された建物棟数), NS は残存家屋棟数 (衛星画像
で屋根ありと判読された建物棟数)である．衛星画像か
ら判読した被害は, 被災前後の屋根の有無を判断基準と
しているため, 壁に生じた被害は屋根が残っている限り
は判読できない．すなわち, ここでの破壊率の定義は屋
根の有無に着目した家屋破壊率・流失率であり, 例えば
飯塚・松冨 (2000)の基準 (表–1)では大破以上の破壊率
に相当する．
次に回帰分析により被害関数を同定する．ここでは

浸水深に関する被害関数を求める過程を説明する．式
(3)に回帰させることを考え, 村尾・山崎 (2000)の方法
を参考にして確率紙を用いて µと σを求める31)．すな
わち正規確率紙上で, 横軸に式 (3)の Φの逆関数 Φ−1

を, 縦軸に数値解析で求めた最大浸水深をとりプロット
する．これから回帰直線を最小二乗法により求めれば,
その傾きが σ, 切片が µとなる．図–4はその一例であ
る．なお, 回帰式として正規分布か対数正規分布のどち
らを選択するかは PD と外力 xまたは lnxの関係を見
て選べばよい．ここでは, 最大浸水深について正規分布,
最大流速および最大抗力については対数正規分布を選
んだほうが適合度が良いことがわかった．上記の結果
として, 図–5のように各種津波外力と建物被害率の関
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図–3 最大津波浸水深 (計算値)と被害家屋棟数 (流失, 生存)
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図–4 最大津波浸水深と家屋被害率の確率紙プロット

係 (◦), そして回帰式としての被害関数 (実線)が得られ
る．表–2には各被害関数の回帰パラメータを示す．な
お, 最大抗力は構造物の単位幅あたりに作用する力とし
て次式を用いて数値解析の実行中に逐次求め, その最大
値をとる．

F =
1
2
CDρ max{u2d} (5)

ここで F は建物単位幅あたりの最大抗力 (N/m), CD

は抗力係数 (ここでは簡単のために CD = 1.0としてい
る), ρは水の密度 (ρ = 1000kg/m3), u,dはそれぞれ数
値解析で逐次求められる流速 (m/s)および浸水深 (m)
を代入する．
図–5より, 流失率が 20%を超えて家屋破壊が顕著に
なるのは, 浸水深で約 2 m以上, 流速で約 1.8 m/s以上,
単位幅あたりの抗力で約 2.3 kN/m以上となることがわ
かる．Saatcioglu et al. (2006)は, Banda Acehにおけ
る津波後の現地調査で, 市街地内の主要な建物は低層木
造家屋, 丸太造の家屋, 低層のRC造 (Non–engineered)
の構造であると報告している38)．参考までに, 飯塚・松
冨 (2000)木造家屋の被害基準19)では, 大破の場合, 浸
水深は 2.0 m, 流速で 4.9 m/s, 抗力で 27.4–49.0 kN/m
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図–5 (a)最大浸水深, (b)最大流速, (c)最大抗力に対する家
屋被害率と津波被害関数

表–2 津波被害関数の回帰式のパラメータ (N/Aではパラメー
タ同定を行っていない)．R2 は回帰式の決定係数．

外力 µ σ λ ξ R2

浸水深 (m) 2.99 1.12 N/A N/A 0.99

流速 (m/s) N/A N/A 0.80 0.28 0.97

抗力 (kN/m) N/A N/A 1.47 0.75 0.99

である (表–1)．本研究で得られた津波被害関数と比較
すると, 特に流速, 抗力に関する破壊基準において飯塚・
松冨 (2000)との差違が顕著に見られる．飯塚・松冨の
基準では, 流速と抗力の評価において, 現地調査から測
定した津波浸水深 (被災家屋またはその近隣の構造物の
前面・背面の浸水深)を, フルード数 2.0(Fr = u/

√
gh,

u：流速, h：浸水深)と仮定して流速・抗力に換算して
いる．すなわち, 彼らの評価は津波氾濫流速について危
険側の上限値として設定していると考えるのが妥当で
あろう．一方, 本研究は津波外力の取得に数値解析を用
いている．筆者らが実施した市街地内の津波氾濫解析
においては 23 mの空間格子を用い9), 建物密集地域の
計算には合成等価粗度39),40)を導入しているため, 街路
を走る津波氾濫流の流速の推定精度はさほど高くない
と考えられる．数値計算で求めた津波氾濫流速を現場
で検証した事例は極めて少ないが, 著者らの計算結果を
Banda Acehのビデオ解析から推定された氾濫流速41)

と比較した場合には若干の過小評価が認められた9)．し
たがって, ここで示した氾濫流速に関する被害関数は,
実際の流速を過小評価している可能性を有している．

Desa boundary
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図–6 Banda Acehの津波による死亡率の分布42)
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図–7 津波による人的被害関数 ((a) 浸水深, (b) 浸水高に対
する死亡率)

(3) 被害実績データと数値解析との統合による人的被
害関数

既往の津波事例から人的被害数の空間的な情報を得
ることができれば, 数値解析と統合することにより死
亡率に関連した被害関数を構築することも可能である．
図–6は JICA(2005)による調査結果42)で, Desa(村)毎
の住民の死亡率を示したものである．この被害実績と
図–2(e)を統合し, 図–7のような人的被害関数が構築
できる．これは各 Desa内の津波浸水深と浸水高 (平均
海面から測った津波痕跡の高さ)をサンプリングして得
られた中央値 (メディアン値)と死亡率との関係 (図の
◦)を, 前節と同様に式 (3)を仮定して回帰分析を行うこ
とにより被害関数を求めたものである (回帰パラメータ
は表–3参照)．結果として, Banda Acehを襲った津波
の事例では, 浸水深が 2 m(浸水高 4.5 m)を超えると死
亡率は急増し, 浸水深 6 mを超える地域では生存はほ
とんど不可能であったことがわかる．
ところで, Banda Acehの津波規模と死亡率の関係は,
既往の事例に対してどのような特徴があるかを考えてみ
る．図–8は, 河田 (1997)がまとめた日本国内の津波災
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表–3 人的被害関数の回帰式のパラメータ (R2 は回帰式の決
定係数)

外力 µ σ R2

浸水深 (m) 3.92 1.15 0.62

浸水高 (m) 5.37 0.76 0.72
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図–8 既往の津波災害における津波規模と死亡率の関係43)と
Banda Acehの人的被害特性の比較．凡例はM：1896
明治三陸地震津波, S：1933年昭和三陸地震津波, T：
1944年東南海地震津波, N：1946年南海地震津波, O：
1993年北海道南西沖地震津波, B：2004年インド洋大
津波 (Banda Aceh)．実線は河田 (1997)が引いた上限
と下限の線である．

害 (5事例)における津波高と死亡率の関係43)に図–7(b)
で得られた結果をプロットしたものである．図の実線
は, 河田 (1997)が引いた上限・下限のラインであるが,
2004年の Banda Acehの事例はその上限を超える被害
規模であったことが理解できる．同じ津波高であって
も死亡率が場合によっては 3桁異なるのは, 津波の来襲
特性 (到達時刻, 規模, 周期, 振動の継続時間等)として
の外力のばらつきと, 避難行動の有無や人々の危機意識
といった社会的条件のばらつきの結果であろう．

(4) 衛星画像と現地調査との統合による家屋被害関数
次に, 衛星画像による被害判読と現地調査を統合し

た家屋被害関数の構築手法について述べる．行谷・都
司 (2006) は, QuickBird衛星画像の津波前 (2004 年 6
月 23日)と津波後の画像 (2004年 12月 28日)を用い
て, 前節と同様に家屋被害判読を行った11)．その結果を
図–9に示す．これは Banda Aceh市街地中心部の家屋
流失分布状況を示したもので, 図中の •と ◦はそれぞれ
QuickBird画像から判読した残存家屋, 流失家屋の分布
である．彼らは津波直後に現地に赴き津波浸水深およ
び津波浸水高の詳細な調査も行っている35)．そこで, 衛
星画像から判読した被害情報と現地調査で得られた津
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図–9 Banda Aceh市内中心部の家屋流失分布11)

波外力情報を統合して被害関数を構築する．この場合
重要なことは, 現地調査結果と家屋被害情報との関連付
けである．全ての被災家屋の地点で浸水深または浸水高
を測定することは不可能であるから, ここでは浸水深・
浸水高の測定点を中心に半径 100 mの領域内 (図–9点
線円内)で家屋流失率を計算し, 測定点での浸水深・浸
水高を代表値として外力–被害率のデータセットを作成
した．その結果の一部を表–4に示す．なお, 表に示す
以外にも Banda Aceh市内 5地点 (計 15地点)で調査
を実施し, 同様のデータを準備した．調査箇所について
は行谷・都司 (2006)を参照されたい11)．ただし, 被害
率の算定および回帰分析を行うにあたり, 母集団の家屋
数が他のグループと比較して極端に少なかった場合 (母
数 30棟未満)のデータは分析の対象外とした (回帰分
析に用いたのは 13地点のデータ)．図–10は, その結果
を浸水深または浸水高と流失率の関係としてプロット
したものに, 前節の方法により求めた被害関数 (回帰式)
を重ねたものである．また, 比較のために図–5(a)の被
害関数 (衛星画像による判読と津波数値解析により得ら
れたもの)も重ねて示す (点線)．得られた回帰式のパラ
メータを表–5に示す．
図–10(a)に示した津波浸水深と被害率に関する 2つ
の被害関数のプロットを見ると, どちらも浸水深 2 m
を超えると被害確率が急激に増加し, 5 m を超えると
ほぼ全ての家屋が全壊・流失することがわかる．一方
図–10(b)は, 浸水高と被害率の関係であるが, 4 mを
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表–4 Banda Aceh中心部の家屋流失率と現地調査結果の関
係 (表中の領域 A–Hは図–9に対応．ただし被害率算
定時の母数が 30棟以上の場合のみ表示)

領域 浸水高 浸水深 流失戸数 全戸数 被害率
(m) (m) (流失率)

A 7.0 5.4 40 41 0.98

B 7.1 5.0 51 57 0.89

C 7.6 4.7 32 45 0.71

D 7.1 5.0 72 83 0.87

E 8.2 4.9 46 57 0.81

F 6.6 3.7 51 60 0.85

G 4.6 2.5 2 31 0.06

H 4.7 2.1 12 30 0.40

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0

PD

121086420

Inundation height (m)

Fragility
Survey

(b)
1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0

PD

86420

Inundation depth (m)

Fragility
Fragility (5a) 
Survey

(a)

図–10 衛星画像による被害判読と現地調査から得られた津
波被害関数．(a) 浸水深と被害率 (実線), (b) 浸水高
と被害率．点線は前節図–5(a)で得たもの．

表–5 衛星画像による判読と現地調査から得られた津波被害
関数の回帰式のパラメータ (R2 は回帰式の決定係数)

外力 µ σ R2

浸水深 (m) 3.33 1.25 0.62

浸水高 (m) 6.07 1.36 0.53

超えると被害率が顕著に増加し, 8 mでほぼ全ての建物
が全壊・流失することがわかる．図–10(a)の 2つの関
数 (実線と点線)には若干の差違が認められるが, これ
はサンプル数とデータ処理方法の違いによるものであ
る．点線で示した関数には Banda Aceh全域の家屋被
害とそれぞれの家屋に対応した数値解析による外力情
報が反映されているが，実線で示した関数は限られた
地域 (図–9)の衛星画像による判読と現地調査に基づく
測定結果のみを反映したものである (浸水深や浸水高に
応じた家屋被害率の算定にはそれぞれ 31–83棟分のサ
ンプルを用いた)．回帰式の適合度も点線 (図–5(a))の
ほうが高いことから, 被害関数の構築にはできるだけ広
範囲に取得したサンプルを用いることが統計的にも望
ましいといえよう．

(5) 資料・文献による被害関数
津波の歴史資料から津波被害関数の構築を試みる．こ
こで使用したのは, 先述の羽鳥 (1984)と首藤 (1992), お
よび首藤 (1987)44)にまとめられている津波高および浸
水深と集落の家屋被害率の関係である．どちらも歴史
資料の分析や現地調査を通じて得られたものであるが,
羽鳥のデータは 1896年明治三陸地震津波, 1933年昭和
三陸地震津波, 1960年チリ地震津波の 3事例について,
それぞれ山下 (1982)がまとめた山奈宗真による調査結
果45), 東京大学地震研究所による調査報告46), 仙台管
区気象台の報告47)の分析を通じて集落における津波高
(平均海面上の高さ)とそこでの家屋破壊率についてま
とめた．一方, 首藤 (1987, 1992)も同様の関係を 1896
年明治三陸津波に対して分析した．ただし, 山奈による
被害調査報告に加え, 津波高については伊木 (1896)が
まとめた震災豫防調査會報告48)と岩手県による調査結
果49), さらに独自に実施した現地調査50),51),52)と数値
解析53)を元に多角的な検討を行った．
以下では羽鳥 (1984)によるデータと首藤 (1987, 1992)
のデータを用いて, 前節と同様に津波被害関数を構築す
る．表–6に利用したデータをまとめる．家屋被害率PD

の計算は, 羽鳥は式 (1), 首藤は式 (6)の定義に基づいて
おり, 浸水域内の家屋被害率の表現が若干異なるが, そ
の意味は同じである (羽鳥は流失・全壊家屋数を 1つの
変数で扱い, 首藤は個別に扱っている)．

PD =
a + b + c/2

a + b + c + d
× 100(%) (6)

ここで aは流失家屋数, bは全壊家屋数, cは半壊家屋
数, dは浸水家屋数である．
上記データから得られた被害関数を図–11に示す．た
だし PD は百分率ではなく割合で統一した．それぞれ
(a)から (d)は羽鳥 (1984)のデータから得られたもの
で, (a)1896年明治三陸地震津波, (b)1933年昭和三陸地
震津波, (c)1960年チリ地震津波, (d)3つのイベント全
てに対してのものである．どれも論文中のデータ (◦：
津波高と家屋被害率)と被害関数を示してある．また,
(e)と (f)は首藤 (1987, 1992)を利用して津波高および
浸水深と家屋被害率について論文中のデータ (◦)と被害
関数をプロットしたものである．図中の実線は回帰分
析から得られた被害関数で, 点線で示すのは各データを
包絡するような上限・下限の線であり, 全て式 (3)を用
いて回帰したものである．ただし, (c)と (f)については
上限・下限の包絡線は示していない．(c)は回帰式の適
合度がもともと良く, (f)はサンプル数が少なく,上限・
下限を包絡するのは不適当であると考えたためである．
得られた被害関数の回帰パラメータを表–7に示す．
図–11 の全体的な傾向を見ると, 特に明治三陸・昭
和三陸地震 (図–11(a), (b), (e))の津波高–家屋被害率
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表–6 津波被害関数構築に用いた資料

使用データ 対象津波 オリジナルの資料
羽鳥 (1984)13) 1896 年明治三陸, 1933 年昭和三陸, 1960 年チリ 山下45), 東大地震研46), 仙台管区気象台47)

首藤 (1987, 1992)44),1) 1896 年明治三陸 山下45), 伊木48), 岩手県49), 首藤ら50),51),52),53)

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0

PD

20151050

Tsunami height (m)

1933 Showa (Hatori) 
Fragility 
Historical data 

(b)
1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0

PD

20151050

Tsunami height (m)

1896 Meiji (Hatori)
Fragility
Historical data 

(a)

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0

PD

20151050

Tsunami height (m)

1960 Chile (Hatori) 
Fragility
Historical data 

(c)
1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0

PD

20151050

Tsunami height (m)

All (Hatori)
Fragility
Historical data 

(d)

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0

PD

20151050

Tsunami height (m)

1896 Meiji (Shuto)
Fragility
Historical data 

(e)
1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0

PD

1086420

Inundation depth (m)

1896 Meiji 
      (Shuto) 

Fragility
Historical 

                data 

(f)

図–11 歴史資料から得られた津波被害関数．(a)1896 年明
治三陸地震津波 (羽鳥), (b)1933年昭和三陸地震津波
(羽鳥), (c)1960 年チリ地震津波 (羽鳥), (d) 羽鳥の
データ全て, (e)1896年明治三陸津波 (首藤), (f)1896
年明治三陸津波 (首藤)

の関係には大きなばらつきが認められる．羽鳥, 首藤
の明治三陸地震津波のデータは文献に記録されていた
津波高と被害率を集計したものであり, それが集落毎
の代表的な津波高をとったものか最大値をとったもの
かは判断できないため, 被害率曲線 (被害関数)として
津波高–家屋被害率の一意的な関係を求めることは難し
い．また, 同じイベントであっても得られたデータの質
と量により被害関数は大きく異なることがわかる (たと
えば図–11(a)と (e))．首藤のデータ (図–11(e))は羽鳥
のデータ (図–11(a))よりもばらつきが大きく見えるが,
首藤は津波高の測定値の信頼度を上げた結果のもので
ある．したがって, 歴史資料を元に構築した被害関数で

表–7 歴史資料から得られた津波被害関数の回帰式のパラメー
タ．表中の (a)–(f) は図–11 に対応．µ, σ は実線の津
波被害関数のパラメータ, µ′, σ′, µ′′, σ′′ はそれぞれ上
限, 下限の関数のパラメータである．R2 は回帰式 (実
線)の決定係数．

関数 µ σ R2 µ′ σ′ µ′′ σ′′

(a) 5.84 3.28 0.30 2.80 1.35 9.00 5.00

(b) 5.09 2.50 0.70 2.90 1.35 7.00 2.50

(c) 4.66 1.09 0.80 N/A N/A N/A N/A

(d) 5.97 2.66 0.55 2.80 1.30 10.0 3.60

(e) 6.05 2.49 0.24 2.00 0.90 10.5 5.00

(f) 5.49 1.26 0.36 N/A N/A N/A N/A

は津波外力と被害程度は一意的ではなく, 津波高に対し
て起こりうる家屋程度の幅 (または被害程度に対するの
津波高の幅)を示した巨視的な指標として考える方が妥
当であろう．たとえば, 図–11(d)を用いると, 津波高 2
mに対応する三陸地方の家屋被害率は 0–30%程度であ
ると評価でき, あるいは家屋被害率 30%程度と文献中に
記述されていた地域の津波規模 (津波高)は 2.1–7.4 m
と推定できる．

4. 津波被害関数の活用と留意点

津波被害関数の工学的利用にあたっての適用性と留
意点および課題について論ずる．これまで構築した被
害関数は得られたデータの種類やその質と量に応じて
次の 4種類にまとめられる．

(a) 衛星画像による被害判読と詳細な氾濫解析結果を
統合した家屋被害関数 (図–5)

(b) 被害実績データ (死亡率の空間分布)と詳細な氾濫
解析を統合した人的被害関数 (図–7)

(c) 衛星画像による被害判読と現地調査結果を統合し
た家屋被害関数 (図–10)

(d) 歴史資料の文献の解析から導いた家屋被害関数 (図–

11)

被害関数の用途は, 想定津波の数値計算結果と統合し
て浸水域内の家屋被害棟数や人的被害者数を推計する
用途 (被害想定用途)と, 歴史資料や古文書に記載され
ている情報から当時の津波外力を逆推定する用途 (津波
規模推定用途)に大別できる．
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前者の用途には, 上記 (a), (b)の方法による被害関数
を用いるのがよい．または, 詳細な現地調査を行い統計
的に十分なデータが確保できているのであれば (c)の関
数を利用することも可能である．高分解能の地形デー
タを用いた詳細な津波氾濫解析を実行し, 浸水域内の家
屋の位置または人口メッシュデータとそれに関連付け
た津波浸水深に応じて被害率や死亡率を算定すること
により, 被害家屋棟数や人的被害の量的な推計が可能と
なる．
後者の用途 (津波規模推定用途)については, (d)を用

いれば地域の伝承や古文書等に記載されている被害情
報のみから当時の津波来襲規模を推定したり, 逆に津波
高に関する記述から当時の被害程度を推定することが
可能である．特に歴史津波の研究において, 歴史資料の
限られた記述や伝承から未知の津波規模を推定する際
に利用して欲しい．たとえば歴史資料には「寺の階段
の何段目まで浸水」や「ある集落で何軒の家屋が流失
した」といった断片的な情報しか記述されていない場
合がある．このような情報のみから被害の程度や津波
の規模を推定する際には, 津波外力と被害の関係を一意
的に定めることに意味はない．図–11から上限・下限
の幅を考えるべきであろう．
一方, 被害関数の利用にあたっては十分な注意が必要

である．本来, 津波被害の特性は津波外力の局所性 (津
波氾濫流の時空間的な特性, 漂流物の有無), 被災地の地
形や土地利用状況, 家屋の耐津波性能 (家屋の構造, 集
落の家屋密集度)といったさまざまな要因の集積として
得られるものである．たとえば, 図–5で得られた被害
関数は 2004年スマトラ島沖地震津波のBanda Acehで
の津波被害の特性が反映されたものであり, この事例か
ら構築された被害関数が, いかなる想定津波や地域でも
利用可能な被害推計モデルとしての普遍性を有してい
ると考えるのは間違いである．特に Banda Acehの津
波の来襲状況はビデオ等からも認められるように, 流木
や瓦礫等の漂流物の存在が被害拡大に寄与したことが
推察される．その意味では, 本研究で提案した被害関数
のデータには漂流物の効果が含まれており, 純粋な津波
波力による被害よりも危険側の評価となっていると考
えるのが妥当である．
加えて, 人的被害の推計に被害関数を用いる場合に

も, その被害関数構築の背景を理解しておく必要があ
る．Banda Acehの事例で構築した人的被害関数は, 計
算した津波浸水深と住民台帳に基づく人口データおよ
び報告された死者数をDesa(村)毎に関連づけたもので
ある．津波来襲時には, 人々は津波から逃れようと避
難したであろうから, どこで (またはどのような津波外
力により)死に至ったかは正確にはわからない．ここで
提案した被害関数は, 津波外力と死亡率の統計的な情

報として利用すべきであろう．近年発展が著しいマル
チエージェント避難シミュレーション (たとえば後藤ら
(2008)54))と津波氾濫解析を融合して人的被害を推計す
る場合には, 人体に作用する津波の流体力を考慮したミ
クロな人的被害評価モデル (たとえばKoshimura et al.
(2006)55))を利用するのが望ましい．今後さらなる津波
被害関数の整備には, 津波来襲の状況が十分にわかって
いる事例 (詳細な現地調査結果や航空写真が整備されて
いる事例), たとえば 1993年北海道南西沖地震津波など
日本国内の事例等を通じて再構築し, 本研究で得られた
関数と比較検討する必要があろう．
また, 数値解析結果を被害推計に用いる場合には, そ
の推定精度についても留意しなければならない．たと
えば, 津波数値解析の精度はその計算の空間分解能に大
きく依存することがわかっている．特に家屋密集地に
おける津波氾濫流速の予測精度は計算の空間分解能の
影響を強く受ける．局所的な氾濫流速の再現性に問題
がある場合には, 氾濫流速や津波波力に関する被害関数
図–5(b), (c)を利用することは避けて, 浸水深について
の関数図–5(a)を利用する方がよい (浸水深の推定精度
は計算の空間分解能の影響を比較的受けにくいため)．
津波被害想定業務等に被害関数を利用して被害推計を
行う際には, 津波計算の条件 (空間分解能や陸上遡上解
析時の抵抗則等)も付記し, どのような条件で得られた
推計結果かを明記する必要がある．数値計算の空間分
解能に応じた被害関数を構築することも今後の課題と
して挙げておかなければならない．

5. 結論

新しい津波被害想定指標として津波被害関数を提案
し, その構築手法, 適用性, 工学的利用にあたっての留
意点について論じた．津波被害関数とは, 津波による家
屋被害や人的被害の程度を被害率 (または死亡率)とし
て確率的に表現し, 津波浸水深, 浸水高, 氾濫流速, 波力
といった津波の流体力学的諸量の関数として記述する
ものである．
本稿では, 2004年スマトラ島地震津波のBanda Aceh
における事例を通じて, 衛星画像による家屋被害判読結
果, 被害実績データと数値解析や現地調査との統合によ
り津波被害関数を構築した．津波被災地の状況を詳細
に判読できる高分解能衛星画像や航空写真, 詳細な被害
調査, 津波数値解析結果をGIS(地理情報システム)を用
いて統合することで, 新しい津波被害想定指標が得られ
ることを示した．
また, 既往津波・歴史津波の津波高と被害データから
被害関数を再構築し, 歴史資料にある津波被害に関する
記述や津波高に関する記述からそれぞれを逆推定する
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ための指標を得ることができた．ただし, この場合の被
害関数は, 津波高に対して家屋程度の起こり得る幅 (ま
たは被害程度に対しての津波高の幅)を示した巨視的な
指標として考える必要がある．
今後は, 国内外の様々な津波災害事例から津波被害関

数を構築し, それぞれの比較検討を通じて被害推定指標
の整備を図っていくことが課題である．
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